
DX投資促進税制
適用支援サービス

EY税理士法人

デジタル技術を活用した企業変革を実現するためには、経営戦略・デジタル戦略の一体的な実施が不可欠です。

今般、産業競争力強化法の情報事業適応計画認定制度が改正され、一定の売上目標を定めた全社レベルのデジ
タルトランスフォーメーション（DX）に向けた計画について、主務大臣が認定した場合に、DXの実現に必要なクラウド
技術を活用したデジタル関連投資に対する税額控除（5%/3%）または特別償却が適用できる制度が延長されました
（2025年3月末まで）。

企業にとってDXに資する税制のメリットを効果的に享受するためには、適切な税務戦略を立て、デジタル戦略面と
ガバナンス面から取り組むことが重要であり、EYのプロフェッショナルチームは企業のDXに向けた取組みを支援し
ます。

DX関連税制対応のポイント

DX関連税制
【ガバナンス面】
DX認定取得の要件

• デジタル化ビジョンの決定・公表

• デジタル化戦略の決定・公表

• 戦略実現のための体制、人材の
育成・確保とIT環境整備に関する
方策の決定と公表

• 戦略達成指標の決定

• 戦略推進のための情報発信

• 情報システムに関する課題の把握

• サイバーセキュリティ対策の実行

【税務戦略面】

• 税制の内容を理解した上で、自社に
とっての最善の税務戦略を練るこ
と

• DX投資の税制適用の多角的検証

• DX投資促進税制

• 研究開発税制

【デジタル戦略面】
事業適応計画の要件

• 以下を含んだ計画であること

• データ連携・共有

• クラウド技術の活用

• 一定以上の売上目標を計画して
いること

• 全社の意思決定に基づいている
こと（取締役会等の承認がある
こと）



税額控除1～17%

or

特別償却30%

税額控除3%
（他社データ連携5%）

DX投資メリットを最大化するためには、DX税制に加えて研究開発税制の適用検討（自社利用ソフトウエアの開発費用を
税額控除の対象範囲に追加）等、多面的な税務検討が求められます。

税制適用検討DX認定取得（※）

• DX投資促進税制

の適用可否につ
いての判断支援

• 売上高要件・
海外売上高要
件の検討

• 研究開発税制の
適用可否について
の判断支援

• 実施状況報告書の
作成支援

• 税務申告書の作成
支援・レビュー

• DX申請チェック

シートの作成支援、
レビュー

• DX申請チェック

シートに必要な
「DX推進指標自己

診断フォーマット」
作成支援、レビュー

※ EYストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社のプロフェッショナルチームが実施

認定手続等

• 事業適応計画の
策定支援

• 認定・確認申請書
の作成支援

• 所轄官庁への事前
相談

• 情報処理推進機構の認定（DX認定）の有無。

• 産業競争力強化法における事業適応計画認定の要件を満たすか（デジタル
要件、企業変革要件）。

• 投資対象設備や金額等が要件を満たすか。

• 税額控除上限の確認（グループ通算制度、カーボンニュートラル税制を適用
する場合など）。

• 租税特別措置法の税額控除の適用除外要件に該当するか。

DX投資促進税制

研究開発税制

• 研究開発税制の対象に追加された「クラウド環境で提供するソフトウエア
などの自社利用ソフトウエアの製作に要した試験研究費」に該当するか。

• 業務改善目的の場合であっても、その技術にかかる試験研究が工学
または自然科学に関する試験研究に該当するか。

• 租税特別措置法の税額控除の適用除外要件に該当するか。

DX関連税制対応によるタックスベネフィット

EYが提供する主なサービス
情報事業適応計画に

基づく設備投資

• 対象設備

• ソフトウエア

• 繰延資産

• 機械装置

• 器具備品

• 投資総額

売上高比0.1%以上

• 設備投資総額上限

300億円

Contact
本サービスに関するご質問・
ご意見等がございましたら、
下記までお問い合わせください。

EY税理士法人

ブランド、マーケティングアンド
コミュニケーション部

tax.knowledge@jp.ey.com

EYは、「Building a better working world
（より良い社会の構築を目指して）」をパーパス
としています。クライアント、人々、そして社会
のために長期的価値を創出し、資本市場に
おける信頼の構築に貢献します。

150カ国以上に展開するEYのチームは、
データとテクノロジーの実現により信頼を

提供し、クライアントの成長、変革および事業
を支援します。

アシュアランス、コンサルティング、法務、
ストラテジー、税務およびトランザクションの

全サービスを通して、世界が直面する複雑な
問題に対し優れた課題提起（better question）
をすることで、新たな解決策を導きます。

EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッド
のグローバルネットワークであり、単体、もしくは複数の
メンバーファームを指し、各メンバーファームは法的に
独立した組織です。アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・
リミテッドは、英国の保証有限責任会社であり、顧客
サービスは提供していません。EYによる個人情報の

取得・利用の方法や、データ保護に関する法令により個人
情報の主体が有する権利については、ey.com/privacyを
ご確認ください。EYのメンバーファームは、現地の法令に

より禁止されている場合、法務サービスを提供することは
ありません。EYについて詳しくは、ey.comをご覧ください。

EY税理士法人について
EY税理士法人は、EYメンバーファームです。税務
コンプライアンス、クロスボーダー取引、M&A、組織再編

や移転価格などにおける豊富な実績を持つ税務の専門家
集団です。グローバルネットワークを駆使して、各国税務
機関や規則改正の最新動向を把握し、変化する企業の

ビジネスニーズに合わせて税務の最適化と税務リスクの
低減を支援することで、より良い社会の構築に貢献します。
詳しくは、ey.com/ja_jp/people/ey-taxをご覧ください。
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